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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-1 耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，125V 系蓄電池（３系統目）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

125V 系蓄電池（３系統目）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

125V 系蓄電池（３系統目）は，以下の表 1-1 に示す蓄電池（架台）から構成される。本計算書

においては，その各々の蓄電池（架台）に対して耐震計算を行う。 

 

表 1-1 125V 系蓄電池（３系統目）の構成 

系統 蓄電池（架台）名称 個数

125V 系蓄電池（３系統目） 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（4 個並び 2 段 1 列） 
12 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（3 個並び 2 段 1 列） 
4 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（2,3 個並び 2段 1列） 
2 

 

2. 一般事項 

本計算書は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書

類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

125V 系蓄電池（３系統目）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

125V 系蓄電池（３系統目）の固有周期は，構造が同様な装置に対する打振試験の測定結果から， 

固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

名称 方向 固有周期 

125V 系蓄電池（３系統目）

(4 個並び 2 段 1 列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

125V 系蓄電池（３系統目） 

(3 個並び 2 段 1 列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

125V 系蓄電池（３系統目） 

(2,3 個並び 2段 1列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

125V 系蓄電池（３系統目）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，平成 30 年 10 月 18

日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

125V 系蓄電池（３系統目）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

125V 系蓄電池（３系統目）の許容応力は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181

号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき表 4-2

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

125V 系蓄電池（３系統目）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備と

しての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

125V 系蓄電池（３系統目）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池はＪＥＡＧ４６０１－1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，125V 系蓄電池（３系統目）の機能維持評価は，支

持構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

125V 系蓄電池（３系統目）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果

は(1)構造強度評価結果による。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-1 耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，直流 125V 主母線盤（３系統目）が設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

直流 125V 主母線盤（３系統目）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

  

2. 一般事項 

本計算書は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書

類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果か

ら，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，平成 30年 10

月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の許容応力は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第

1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づ

き表 4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事

計画の添付書類「Ｖ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方

法に基づき評価する。 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 

（３系統目） 

水平 4.00 

鉛直 2.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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資料-7-3-5 無停電電源切替盤（３系統目用）の 

   耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-1 耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，無停電電源切替盤（３系統目用）が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

無停電電源切替盤（３系統目用）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評

価及び電気的機能維持評価を示す。 

  無停電電源切替盤（３系統目用）は，以下の表 1-1 に示す盤から構成される。本計算書におい

ては，その各々の盤に対して耐震計算を行う。 

 

表 1-1 無停電電源切替盤（３系統目）の構成 

系統 盤名称 個数

無停電電源切替盤（３系統目用） 

無停電電源切替盤（３系統目用） 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）2A 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）2B 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）緊急用 1 

 

2. 一般事項 

本計算書は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付

書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

無停電電源切替盤（３系統目用）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

無停電電源切替盤（３系統目用）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果

から，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 
4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

無停電電源切替盤（３系統目用）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，平成 30年

10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

無停電電源切替盤（３系統目用）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対

処設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

無停電電源切替盤（３系統目用）の許容応力は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第

1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づ

き表 4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

無停電電源切替盤（３系統目用）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処

設備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

無停電電源切替盤（３系統目用）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工

事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき評価する。 

無停電電源切替盤（３系統目用）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験

において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

無停電電源切替盤 

（３系統目用） 

水平 4.00 

鉛直 2.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

無停電電源切替盤（３系統目用）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

8 521



 
 

【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計

算
結

果
】

 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
2
2
.
0
0
 

(
E
L
.
2
9
.
0
0
＊
) 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.5
5 

Ｃ
Ｖ
＝
1
.1
7 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。

 

9 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

＊

522



 
 

1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

－
 

8
.1
6
0×

10
3  

－
 

3
.1
3
1×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

－
 

7
.3
9
2×

10
3  

－
 

2
.8
8
8×

10
4  

 1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.
4.
1
 
ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

1
＝
7
3 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
68

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

1
＝
1
8 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
29
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

2
＝
3
7 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

2
＝
1
2 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
 

 
1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(×

9.
8
 m
/
s
2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
 

水
平
方
向
 

1
.2
9 

4
.0
0 

鉛
直
方
向
 

0
.9
8 

2
.0
0 

評
価
用
加
速
度
（
1.
0Z
P
A）

は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

 
 

10 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

523



 
 

                                      

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

11 

 

 
2
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

正
面

 
（
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向
 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

Ａ
 

Ａ
 

ｈ1 

 
1
1 

基
礎
ボ
ル
ト

 
(ケ

ミ
カ
ル
ア
ン
カ

) 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
2
1 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

 
1
1 

 
1
2 

 
2
2 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

側
面

 
(
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向

 

ｈ2 

Ａ
 

取
付
ボ
ル
ト

 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

Ａ
 

正
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
1
2 

 
2
2 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

524



 
 

【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

2
A
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2A
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
-
4
.
0
0
＊
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.8
7 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
0 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。

 
 

 

12 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

＊

525



 
 

1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

－
 

2
.5
3
9×

10
3  

－
 

1
.1
4
3×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

－
 

2
.6
9
7×

10
3  

－
 

1
.0
2
4×

10
4  

 1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

1
＝
2
3 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
68

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

1
＝
7 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
29
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

2
＝
1
4 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

2
＝
5 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
 

 
1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(×

9.
8
 m
/
s
2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2A
 

水
平
方
向
 

0
.7
2 

4
.0
0 

鉛
直
方
向
 

0
.7
5 

2
.0
0 

評
価
用
加
速
度
（
1.
0Z
P
A）

は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

       

13 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

526



 
 

 
 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

14 

 
2
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

正
面

 
（
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向
 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

Ａ
 

Ａ
 

ｈ1 

 
1
1 

基
礎
ボ
ル
ト

 
(ケ

ミ
カ
ル
ア
ン
カ

) 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
2
1 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

 
1
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

取
付
ボ
ル
ト

 

 
1
2 

 
2
2 

ｈ2 

Ａ
 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

Ａ
 

正
面

 
(
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向

 

 
1
2 

 
2
2 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

527



 
 

【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

2
B
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2B
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

 

E
L.
2
.5
6 

（
EL
.8

.
2
0
＊
）
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.1
0 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
6 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

－
 

2
80
 

－
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。

 
      

15 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

＊

528



 
 

1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

－
 

3
.3
5
2×

10
3  

－
 

1
.4
4
6×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

－
 

3
.5
3
7×

10
3  

－
 

1
.2
9
4×

10
4  

 1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

1
＝
3
0 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
68

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

1
＝
8 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
29
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

－
 

－
 

σ
ｂ

2
＝
1
8 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

－
 

－
 

τ
ｂ

2
＝
6 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
 

 
1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(×

9.
8
 m
/
s
2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2B
 

水
平
方
向
 

0
.9
2 

4
.0
0 

鉛
直
方
向
 

0
.8
0 

2
.0
0 

評
価
用
加
速
度
（
1.
0Z
P
A）

は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
 

       

16 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

529



 
 

                                      

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-5
 
R
0 

17 

 
2
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

正
面

 
（
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向
 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

Ａ
 

Ａ
 

ｈ1 

 
1
1 

基
礎
ボ
ル
ト

 
(ケ

ミ
カ
ル
ア
ン
カ

) 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
2
1 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

 
1
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

取
付
ボ
ル
ト

 

 
1
2 

 
2
2 

ｈ2 

Ａ
 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

Ａ
 

正
面

 
(
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向

 

 
1
2 

 
2
2 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

530



 
 

【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

緊
急

用
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
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又
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Ｓ
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／
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-1 耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）が設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構

造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付

書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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固
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3. 固有周期 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の

測定結果から，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 
4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の構造は壁掛形であるため，構造強度評価は，平成

30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 

盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大

事故等対処設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の許容応力は，平成 30年 10 月 18 日付け原規

規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき表 4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事

故等対処設備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 

 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
3
-6
 
R
0 

3 538



  

表
4
-
1 

荷
重

の
組

合
せ

及
び
許

容
応

力
状

態
（

重
大

事
故

等
対
処

設
備

）
 

施
設

区
分
 

機
器

名
称
 

設
備

分
類

＊
1  

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

そ
の

他
発

電

用
原

子
炉

の

附
属

施
設
 

非
常

用
 

電
源

設
備
 

直
流

12
5
V
遠

隔
切

替
操

作

盤
（

３
系

統
目

用
）
 

常
設

耐
震

／
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－
＊
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Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
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Ⅳ
Ａ
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Ｄ
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Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
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＋

Ｓ
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Ａ
Ｓ
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Ｓ
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Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。

) 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
，「

常
設
／
緩

和
」
は

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備
を

示
す

。
 

＊
2
：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
を
適
用
す

る
。
 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
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＊
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Ａ
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Ｓ

 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工

事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき評価する。 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 遠隔切替操

作盤（３系統目用） 

水平 3.00 

鉛直 1.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，無停電電源装置（３系統目用）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

無停電電源装置（３系統目用）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて

認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に

基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

無停電電源装置（３系統目用）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

無停電電源装置（３系統目用）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果か

ら，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 
4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

無停電電源装置（３系統目用）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，添付書類「資

料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方

針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添

付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

無停電電源装置（３系統目用）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

無停電電源装置（３系統目用）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼

性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」に基づき表

4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

無停電電源装置（３系統目用）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

無停電電源装置（３系統目用）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工

事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき評価する。 

無停電電源装置（３系統目用）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

無停電電源装置 

（３系統目用） 

水平 4.00 

鉛直 3.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

無停電電源装置（３系統目用）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，125V 系蓄電池（３系統目）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを説明するものである。 

125V 系蓄電池（３系統目）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

電気的機能維持評価を示す。 

125V 系蓄電池（３系統目）は，以下の表 1-1 に示す蓄電池（架台）から構成される。本計算書

においては，その各々の蓄電池（架台）に対して耐震計算を行う。 

 

表 1-1 125V 系蓄電池（３系統目）の構成 

系統 蓄電池（架台）名称 個数

125V 系蓄電池（３系統目） 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（4 個並び 2 段 1 列） 
12 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（3 個並び 2 段 1 列） 
4 

125V 系蓄電池（３系統目） 

（2,3 個並び 2段 1列） 
2 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認

可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

125V 系蓄電池（３系統目）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

125V 系蓄電池（３系統目）の固有周期は，構造が同様な装置に対する打振試験の測定結果から，

固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

名称 方向 固有周期 

125V 系蓄電池（３系統目）

(4 個並び 2 段 1 列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

125V 系蓄電池（３系統目） 

(3 個並び 2 段 1 列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

125V 系蓄電池（３系統目） 

(2,3 個並び 2段 1列) 

水平 0.05 以下 

鉛直 0.05 以下 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

125V 系蓄電池（３系統目）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，添付書類「資料 7-

別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の

概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書類

「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

125V 系蓄電池（３系統目）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

125V 系蓄電池（３系統目）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を

有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」に基づき表 4-2

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

125V 系蓄電池（３系統目）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備と

しての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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称
 

設
備

分
類

＊
1  

機
器

等
の

区
分
 

荷
重

の
組

合
せ
 

許
容
応
力

状
態
 

そ
の

他
発

電

用
原

子
炉

の

附
属

施
設
 

非
常

用
 

電
源

設
備
 

1
2
5
V
系

蓄
電

池
 

（
３

系
統

目
）
 

常
設

耐
震

／
防

止
 

常
設

／
緩

和
 

－
＊

2
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｄ

* 
 ＊

3  

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｓ
ｄ

*  

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋

Ｍ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ

＊
4  

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ

 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
許

容
限

界
を

用
い

る
。

) 

注
記

 
＊

1：
「

常
設

耐
震

／
防

止
」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故
防

止
設

備
，「

常
設
／
緩

和
」
は

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備
を

示
す

。
 

＊
2
：
そ

の
他

の
支

持
構

造
物
の

荷
重
の

組
合

せ
及

び
許

容
応

力
を
適
用
す

る
。
 

＊
3
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
ｄ

* 」
の

評
価

に
包

絡
さ
れ

る
た
め
，
評

価
結

果
の

記
載

を
省
略

す
る

。
 

＊
4
：
「
Ｄ

＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋

Ｍ
Ｓ

Ａ
Ｄ
＋

Ｓ
ｓ
」
の

評
価

に
包

絡
さ
れ

る
た
め
，
評

価
結

果
の

記
載

を
省
略

す
る

。
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表
4
-
2 

許
容

応
力

（
そ

の
他

の
支
持

構
造

物
及

び
重

大
事

故
等
そ

の
他

の
支

持
構

造
物

）
 

許
容

応
力

状
態
 

許
容

限
界

＊
1
，

＊
2
 

（
ボ

ル
ト

等
）
 

一
次

応
力
 

引
張

り
 

せ
ん

断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
ｆ

ｔ
 

 
1
.
5
・
ｆ

ｓ
 

 
Ⅴ

Ａ
Ｓ

 

(
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と

し
て

Ⅳ
Ａ
Ｓ
の
 

許
容

限
界

を
用

い
る

。
) 

注
記

 
＊

1：
応
力

の
組

合
せ
が

考
え
ら

れ
る

場
合

に
は

，
組

合
せ
応
力
に

対
し

て
も

評
価

を
行
う

。
 

＊
2
：
当

該
の

応
力

が
生

じ
な
い

場
合
，

規
格

基
準

で
省

略
可

能
と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の
応

力
で

代
表

可
能

で
あ

る
場
合

は
評

価
を
省
略

す
る

。
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表
4
-
3 

使
用

材
料

の
許

容
応
力

評
価

条
件

（
重

大
事

故
等

対
処
設

備
）
 

評
価

部
材
 

材
料
 

温
度

条
件
 

（
℃

）
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ

ｉ
(
Ｒ

Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

取
付

ボ
ル

ト
 

（
ｉ

＝
2
）
 

 
周

囲
環
境

温
度
 

2
3
5 

4
0
0 

－
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R
0 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

125V 系蓄電池（３系統目）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池はＪＥＡＧ４６０１－1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，125V 系蓄電池（３系統目）の機能維持評価は，支

持構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 
125V 系蓄電池（３系統目）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果

は(1)構造強度評価結果による。 
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 【
1
2
5
V
系

蓄
電

池
（

３
系

統
目

）
(
4
個

並
び

2
段

1
列

)
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

1
25
V
系
蓄
電
池
 

（
３
系
統
目
）
 

(4
個
並
び

2
段

1
列
) 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
0
.7
0 

（
EL
.6
.
0＊

）
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.5
1 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.3
6 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.8
1 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.6
5 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
ｉ
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

6 2 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 
 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

2
35
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

長
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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7
-
別
添

1
-2
 
R
0 

＊

Ａ
～

Ａ
矢

視
図
 

取
付

ボ
ル

ト
 Ａ
 

Ａ
 

正
面
 

(
長

辺
方

向
)
 

転
倒

方
向
 

(
 
1
2
≦

 
2
2
)
 

h2 

 
1
2
 

 
2
2
 

側
面
 

(
短

辺
方

向
)
 

転
倒

方
向
 

(
 
1
2
≦

 
2
2
)
 

 
1
2
 

 
2
2
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 1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
)
  

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

3
13
.
1 

2
.0
9
9×

10
3  

1
.1
3
3×

10
4  

1
.7
9
9×

10
4  

 

1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

 
引
張
り
 

σ
ｂ

2
＝
2 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
1
76

＊
 

σ
ｂ

2
＝
1
1 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

2
＝
5 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
35

 
τ

ｂ
2
＝
8 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
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 【
1
2
5
V
系

蓄
電

池
（

３
系

統
目

）
(
3
個

並
び

2
段

1
列

)
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

1
25
V
系
蓄
電
池
 

（
３
系
統
目
）
 

(3
個
並
び

2
段

1
列
) 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
0
.7
0 

（
EL
.6
.
0＊

）
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.5
1 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.3
6 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.8
1 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.6
5 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
ｉ
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

6 2 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

2
35
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

長
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。

 

 

 ＊

Ａ
～

Ａ
矢

視
図
 

取
付

ボ
ル

ト
 Ａ
 

Ａ
 

正
面
 

(
長

辺
方

向
)
 

転
倒

方
向
 

(
 
1
2
≦

 
2
2
)
 

h2 

 
1
2
 

 
2
2
 

側
面
 

(
短
辺

方
向

)
 

転
倒
方

向
 

(
 1

2
≦

 
2
2
)
 

 
1
2
 

 
2
2
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 1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
)
  

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

2
49
.
5 

2
.6
4
0×

10
3  

9
.0
2
8×

10
3  

1
.4
3
4×

10
4  

 

1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

引
張
り
 

σ
ｂ

2
＝
2 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
1
76

＊
 

σ
ｂ

2
＝
1
4 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

2
＝
4 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
35

 
τ

ｂ
2
＝
6 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
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 【
1
2
5
V
系

蓄
電

池
（

３
系

統
目

）
 
(
2
,
3
個

並
び

2
段

1
列

)
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

1
25
V
系
蓄
電
池
 

（
３
系
統
目
）
 

(
2,
3
個
並
び

2
段

1
列
)

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
0
.7
0 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，直流 125V 充電器（３系統目）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを説明するものである。 

直流 125V 充電器（３系統目）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及

び電気的機能維持評価を示す。 

  

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認

可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

直流 125V 充電器（３系統目）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

直流 125V 充電器（３系統目）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果から，

固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 充電器（３系統目）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，添付書類「資料

7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針

の概要」及び平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付書

類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づ

き評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 充電器（３系統目）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 充電器（３系統目）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性

を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」に基づき表 4-2

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

直流 125V 充電器（３系統目）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 充電器（３系統目）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事

計画の添付書類「Ｖ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方

法に基づき評価する。 

直流 125V 充電器（３系統目）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験にお

いて，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 充電器 

（３系統目） 

水平 2.50 

鉛直 1.50 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 充電器（３系統目）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，直流 125V 主母線盤（３系統目）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

直流 125V 主母線盤（３系統目）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

及び電気的機能維持評価を示す。 

  

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認

可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-4
 
R
0 

1 606



 
 

 

表
2
-
1 

構
造

計
画
 

計
画

の
概

要
 

概
略

構
造

図
 

基
礎

・
支

持
構

造
 

主
体

構
造
 

直
流

12
5
V
主

母
線

盤
（

３

系
統

目
）

は
，

基
礎

に
埋

め
込

ま
れ

た
チ

ャ
ン

ネ
ル

ベ
ー

ス
に

取
付

ボ
ル

ト
で

設
置

す
る

。
 

   

直
立

形
 

（
鋼

材
及

び
鋼

板
を

組

み
合

わ
せ

た
自

立
閉

鎖

型
の

盤
）
 

 

      
 

   

チ
ャ
ン
ネ
ル
ベ
ー
ス

 

取
付
ボ
ル
ト

 

基
礎

 

正
面

 
側
面

 

2 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-4
 
R
0 

約
18
0
0m
m 

約
12
0
0m
m 

約
20
0
0m
m 

607



  

 

3. 固有周期 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果か

ら，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，添付書類「資

料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方

針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画の添付

書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼

性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」に基づき表

4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事

計画の添付書類「Ｖ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方

法に基づき評価する。 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験に

おいて，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 主母線盤 

（３系統目） 

水平 4.00 

鉛直 2.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 主母線盤（３系統目）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，無停電電源切替盤（３系統目用）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

無停電電源切替盤（３系統目用）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評

価及び電気的機能維持評価を示す。  

  無停電電源切替盤（３系統目用）は，以下の表 1-1 に示す盤から構成される。本計算書におい

ては，その各々の盤に対して耐震計算を行う。 

 

表 1-1 無停電電源切替盤（３系統目）の構成 

系統 盤名称 個数

無停電電源切替盤（３系統目用） 

無停電電源切替盤（３系統目用） 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）2A 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）2B 1 

無停電電源切替盤（３系統目用）緊急用 1 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて

認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に

基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

無停電電源切替盤（３系統目用）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表
2
-
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構
造

計
画
 

計
画

の
概

要
 

概
略

構
造

図
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礎

・
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持
構

造
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体

構
造
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停

電
電

源
切

替
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３

系
統

目
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の

う
ち

，
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停
電

電
源

切
替
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（

３
系

統
目

用
）

,無
停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

2
A，

無
停

電
電

源
切

替
盤

（
３

系
統

目
用

）
2
B
，
及

び
無

停
電

電
源

切
替

盤

（
３

系
統

目
用

）
緊

急
用

は
，

取
付

ボ
ル

ト
に

て
チ

ャ
ン

ネ
ル

ベ
ー

ス
に

固
定

す
る

。
チ

ャ
ン

ネ
ル

ベ
ー

ス
は

後
打

ち
金

物
と

基
礎

ボ
ル

ト
に

て
基

礎
に

固
定

す
る

。
 

直
立

形
 

（
鋼

材
及

び
鋼

板
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組

み
合

わ
せ

た
自

立
閉

鎖

型
の

盤
）
 

       
 

   

 
無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
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2
A，

2B
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緊
急
用
 

た
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約
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0
0 
m
m 

約
12
0
0 
m
m 

横
 

約
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0
0 
m
m 

約
10
0
0 
m
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高
さ
 

約
20
0
0 
m
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約
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0
0 
m
m 
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3. 固有周期 

無停電電源切替盤（３系統目用）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の測定結果

から，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 
4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

無停電電源切替盤（３系統目用）の構造は直立形であるため，構造強度評価は，添付書類

「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基

本方針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画

の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

無停電電源切替盤（３系統目用）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対

処設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

無停電電源切替盤（３系統目用）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信

頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」に基づき

表 4-2のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

無停電電源切替盤（３系統目用）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処

設備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表
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／
防

止
 

常
設

／
緩

和
 

－
＊

2
 

Ｄ
＋

Ｐ
Ｄ
＋
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＋
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表
4
-
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故
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省
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

無停電電源切替盤（３系統目用）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工

事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき評価する。 

無停電電源切替盤（３系統目用）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波加振試験

において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

無停電電源切替盤 

（３系統目用） 

水平 4.00 

鉛直 2.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

無停電電源切替盤（３系統目用）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-5
 
R
0 

8 625



 
 

【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計

算
結

果
】

 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
2
2
.
0
0
 

(
E
L
.
2
9
.
0
0
＊
) 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.8
8 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.6
2 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.5
5 

Ｃ
Ｖ
＝
1
.1
7 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

2
45
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

2
35
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。

 

9 

 

N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-5
 
R
0 

＊
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1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

3
.4
3
0×

10
3  

8
.1
6
0×

10
3  

1
.7
7
8×

10
4  

3
.1
3
1×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

3
.1
7
6×

10
3  

7
.3
9
2×

10
3  

1
.6
4
0×

10
4  

2
.8
8
8×

10
4  

 1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.
4.
1
 
ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

σ
ｂ

1
＝
3
1 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
47

＊
 

σ
ｂ

1
＝
7
3 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
68

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

1
＝
1
0 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
13
 

τ
ｂ

1
＝
1
8 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
29
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

σ
ｂ

2
＝
1
6 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
1
76

＊
 

σ
ｂ

2
＝
3
7 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

2
＝
7 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
35

 
τ

ｂ
2
＝
1
2 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
 

 
1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(×

9.
8
 m
/
s
2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
 

水
平
方
向
 

1
.2
9 

4
.0
0 

鉛
直
方
向
 

0
.9
8 

2
.0
0 

評
価
用
加
速
度
（
1.
0Z
P
A）

は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-5
 
R
0 

11 

 

 
2
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

正
面

 
（
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向
 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

Ａ
 

Ａ
 

ｈ1 

 
1
1 

基
礎
ボ
ル
ト

 
(ケ

ミ
カ
ル
ア
ン
カ

) 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
2
1 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

 
1
1 

 
1
2 

 
2
2 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

側
面

 
(
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向

 

ｈ2 

Ａ
 

取
付
ボ
ル
ト

 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

Ａ
 

正
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
1
2 

 
2
2 

（
 
1
2≦

 
22
）
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【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

2
A
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2A
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

E
L.
-
4
.
0
0
＊
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.5
8 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.4
8 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.8
7 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
0 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

2
45
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

2
35
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

9
47
.
9  

2
.5
3
9×

10
3  

7
.6
2
2×

10
3  

1
.1
4
3×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

1
.1
3
1×

10
3  

2
.6
9
7×

10
3  

6
.8
2
5×

10
3  

1
.0
2
4×

10
4  

 1
.
4
 

結
  

 論
 

1
.4
.
1 

ボ
ル
ト
の
応
力
 
 
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
(単

位
：
MP
a)
 

 

部
  
  
 
材
 

材
  
料
 

応
 
力
 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

σ
ｂ

1
＝
9 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
47

＊
 

σ
ｂ

1
＝
2
3 

ƒ ｔ
ｓ

1
＝
1
68

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

1
＝
5 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
13
 

τ
ｂ

1
＝
7 

ƒ ｓ
ｂ

1
＝
1
29
 

取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
り
 

σ
ｂ

2
＝
6 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
1
76

＊
 

σ
ｂ

2
＝
1
4 

ƒ ｔ
ｓ

2
＝
2
10

＊
 

せ
ん
断
 

τ
ｂ

2
＝
3 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
35

 
τ

ｂ
2
＝
5 

ƒ ｓ
ｂ

2
＝
1
61

 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注
記
 
＊
：
ƒ ｔ

ｓ
ｉ
＝
Mi
n[
1
.4
・
ƒ ｔ

ｏ
ｉ
－
1
.6
・
τ

ｂ
ｉ
，
 ƒ

ｔ
ｏ
ｉ
]よ

り
算
出
 

 
1
.4
.
2 

電
気
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(×

9.
8
 m
/
s
2 )
  

 
評
価
用
加
速
度
 

機
能
確
認
済
加
速
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2A
 

水
平
方
向
 

0
.7
2 

4
.0
0 

鉛
直
方
向
 

0
.7
5 

2
.0
0 

評
価
用
加
速
度
（
1.
0Z
P
A）

は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。
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N
T
2
 
設
①

 資
料

7
-
別
添

1
-5
 
R
0 

14 

 
2
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

正
面

 
（
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向
 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

Ａ
 

Ａ
 

ｈ1 

 
1
1 

基
礎
ボ
ル
ト

 
(ケ

ミ
カ
ル
ア
ン
カ

) 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

 
2
1 

（
 
1
1≦

 
21
）

 

 
1
1 

Ａ
～
Ａ
矢
視
図

 

側
面

 
(
長
辺
方
向

) 

取
付
ボ
ル
ト

 

 
1
2 

 
2
2 

ｈ2 

Ａ
 

（
 
1
2≦

 
22
）

 

Ａ
 

正
面

 
(
短
辺
方
向

) 
転
倒
方
向

 

 
1
2 

 
2
2 

（
 
1
2≦

 
22
）
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【
無

停
電

電
源

切
替

盤
（

３
系

統
目

用
）

2
B
の

耐
震

性
に

つ
い

て
の

計
算

結
果

】
 

1
.
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

1
.
1
 

設
計

条
件

 

機
  
器
 
 名

  
称
 

設
備

分
類

 
据
付
場
所
及
び
床
面
高
さ
 

（
m
）
 

固
有
周
期
(s
) 

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

周
囲
環
境
温
度
 

（
℃
）
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

水
平
方
向
 

設
計
震
度
 

鉛
直
方
向
 

設
計
震
度
 

無
停
電
電
源
切
替
盤
 

（
３
系
統
目
用
）
2B
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

 

E
L.
2
.5
6 

（
EL
.8

.
2
0
＊
）
 

0
.0
5
以
下
 

0
.0
5
以
下
 

Ｃ
Ｈ
＝
0
.6
3 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.5
0 

Ｃ
Ｈ
＝
1
.1
0 

Ｃ
Ｖ
＝
0
.9
6 

注
記
  
＊
：
基
準
床
レ
ベ
ル
を
示
す
。
 

 

1
.
2
 

機
器

要
目

 

部
  
  
 
材
 

ｍ
ｉ
 

(
kg
) 

ｈ
i
 

(
mm
) 

 
1
ｉ
＊
 

(
mm
) 

 
2
ｉ
＊
 

(
mm
) 

Ａ
ｂ

ｉ
 

(
mm

2 )
 

ｎ
ｉ
 

ｎ
fｉ

＊
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

 
4 

 
4 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

4 4 

 

部
  
  
 
材
 

Ｓ
ｙ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｓ
ｕ

ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

Ｆ
ｉ
 

(
MP
a
) 

転
倒
方
向
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又

は
静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

基
 
礎
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

2
45
 

4
00
 

2
45
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

取
 
付
 
ボ
 
ル
 
ト
 

（
ｉ
＝
2
）

 
2
35
 

4
00
 

2
35
 

2
80
 

短
辺
方
向
 

短
辺
方
向
 

注
記

  
＊
：
各
ボ
ル
ト
の
機
器
要
目
に
お
け
る
上
段
は
短
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
し
，
 

 
 
 
 
 
下
段
は
長
辺
方
向
転
倒
に
対
す
る
評
価
時
の
要
目
を
示
す
。
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1
.
3
 

計
算

数
値

 

1
.3
.
1 

ボ
ル
ト
に
作
用
す
る
力

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  
(
単
位
：
N
) 

部
  
  
 
 材

 

Ｆ
ｂ

ｉ
 

Ｑ
ｂ

ｉ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

弾
性
設
計
用
 

地
震
動
Ｓ

ｄ
又
は
 

静
的
震
度
 

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
1
）
 

1
.1
3
6×

10
3  

3
.3
5
2×

10
3  

8
.2
7
9×

10
3  

1
.4
4
6×

10
4  

取
付
ボ
ル
ト
 

（
ｉ
＝
2
）
 

1
.3
2
4×

10
3  

3
.5
3
7×

10
3  

7
.4
1
4×

10
3  

1
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づ

き，直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを説明するものである。 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構

造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系

統目）の耐震設計の基本方針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて

認可された工事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に

基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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3. 固有周期 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の固有周期は，構造が同様な盤に対する打振試験の

測定結果から，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛とする。固有周期を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

0.05 以下 0.05 以下 

 
4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の構造は壁掛形であるため，構造強度評価は，添付

書類「資料 7-別添 1 特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計

の基本方針の概要」及び平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事

計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき評価する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大

事故等対処設備としての評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の許容応力は，添付書類「資料 7-別添 1 特

に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計の基本方針の概要」

に基づき表 4-2 のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事

故等対処設備としての評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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止
設

備
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常
設
／
緩

和
」
は

常
設

重
大
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故
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設
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を
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す

。
 

＊
2
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そ
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他
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物
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重
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合
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及
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を
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。
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工

事計画の添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき評価する。 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の機能確認済加速度には，同形式の器具の正弦波

加振試験において，電気的機能の健全性を確認した器具の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

直流 125V 遠隔切替操

作盤 

（３系統目用） 

水平 3.00 

鉛直 1.00 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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補足－7【所内常設直流電源設備（３系統目）の設置に 

よる重量増加に対する建屋の影響評価について】 
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補 7-1 

 

所内常設直流電源設備（３系統目）の設置による重量増加に対する建屋の 

影響評価について 

 

（１）概要 

所内常設直流電源設備（３系統目）の設置工事において，東海第二発電所の原子炉

建屋及び特定重大事故等対処施設の建屋に所内常設直流電源設備（３系統目）を設置

する。 

本資料は，所内常設直流電源設備（３系統目）の重量を考慮した場合の地震応答解

析モデルが，平成 30 年 10 月 18 日付け原規規発第 1810181 号にて認可された工事計画

（以下「既工認」という。）の添付書類「Ⅴ-2-2-1 原子炉建屋の地震応答計算書」

における地震応答解析モデル（以下「既工認モデル」という。）と比較することで，

原子炉建屋の有する耐震性への影響がないことを確認するものである。 

   なお，特定重大事故等対処施設の建屋における地震応答解析モデルについては，所

内常設直流電源設備（３系統目）設置による重量増を踏まえたものであるため，本資

料の対象外とする。 

 

 

（２）重量増加に対する影響評価 

   所内常設直流電源設備（３系統目）のうち，無停電電源装置（３系統目用），無停

電電源切替盤（３系統目用）及び直流 125V 遠隔切替操作盤（３系統目用）は原子炉建

屋に設置するものの，下表のとおり既工認モデルに対して今回の重量増加は極めて小

さいことから，既工認モデルへの影響はない。 

      以上より，所内常設直流電源設備（３系統目）の設置工事による重量の増加による，

原子炉建屋の有する耐震性への影響がないことを確認した。 
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補 7-2 

 

 

表 1 質点重量の比較 

 

原子炉建屋 

(EL.(m)) 

 

質点重量 

（kN） 

 

設置する主な機器・配

管系 既工認モデル

（① ） 

増加重量（注）

（② ） 

影響有無 

 161820 

 

なし 無停電電源装置（３系

統目用），無停電電源

切替盤（３系統目

用）, 直流 125V 遠隔

切替操作盤（３系統目

用） 

220710 

 

なし 無停電電源切替盤（３

系統目用）2B 

 439290 

 

なし 無停電電源切替盤（３

系統目用）2A，無停電

電源切替盤（３系統目

用）緊急用 

（注）（ ）内の数値は，変動率（＝②/①）（単位：％）を示す。 
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